
行政監査の結果に係る措置状況について

 地方自治法第１９９条第２項の規定に基づく行政監査の結果（令和２年２月５日付け公表）

に係る措置状況の通知が別紙のとおりあったので、同条第１４項の規定により公表する。
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教（管）第４０３号

令和２年３月２６日

山形市監査委員 様

山形市教育委員会

令和元年度行政監査の結果に関する報告について（通知）

令和２年２月４日付け監第１３４号で通知のありました行政監査の結果に係る措置状況

について、別紙のとおり通知します。



監査結果

通
No

項目 補助金等の名称 担当部 担当課 措置見込（改善・検討の結果）

1 着眼点1 (3)
無形民俗文化財後継者育成費補助金
（豊烈打毬保存会）

教育委員会 社会教育青少年課 交付規程を改正し、条例第３８条について交付対象事業として規定する。

2 着眼点2 (1)
財務会計の手引に沿った事
務が行われていないもの

ア
無形民俗文化財後継者育成費補助金
（豊烈打毬保存会）

教育委員会 社会教育青少年課
補助対象事業及び補助対象経費について整理し、令和２年度の交付決定伺より確実に
記載する。

3
山形市青少年育成市民会議運営費補助
金

教育委員会 社会教育青少年課
補助対象事業及び補助対象経費について整理し、令和２年度の交付決定伺より確実に
記載する。

4
山形県スポーツ振興21世紀協会事業費
補助金

教育委員会 スポーツ保健課 Ｒ２年度より交付決定伺いへ対象事業及び対象事業経費を明記するよう改善する。

5 着眼点2 (4) 文化活動全国大会等出場奨励費 教育委員会 学校教育課 支出決定伺の決裁後に支出命令書を起案する。

6 (5) 山形市学校法人等補助金 教育委員会 学校教育課
市補助金の執行に係る消費税等仕入控除税額の取扱いについての通知に従って対応
する。

7
山形県スポーツ振興21世紀協会事業費
補助金

教育委員会 スポーツ保健課
直近の消費税等仕入控除税額を報告いただくとともに、Ｒ２年度より交付決定伺い及び
交付決定通知へ消費税等仕入控除税額の取り扱いを明記するよう改善する。

8 (7) 文化活動全国大会等出場奨励費 教育委員会 学校教育課 直接携わっている団体または個人への支出先を検討する。

9 (8)
山形市青少年育成市民会議運営費補助
金

教育委員会 社会教育青少年課 事業終了後速やかに事業報告書を提出するよう、事業者に指導する。

10 (9) 文化活動全国大会等出場奨励費 教育委員会 学校教育課 負担金補助及び交付金としての支出を検討する。

11 着眼点3 (4) 文化活動全国大会等出場奨励費 教育委員会 学校教育課
出場前に概算払いで交付し、終了後に実績報告書の提出を受けるよう、事務処理の流
れを検討する。

12 着眼点4 (1) 山形市学校法人等補助金 教育委員会 学校教育課
補助事業者が補助により取得した財産について、財産処分の制限の規定を定め規則を
改める。

13 (2)
無形民俗文化財後継者育成費補助金
（豊烈打毬保存会）

教育委員会 社会教育青少年課
令和元年度補助金実績報告書より、収支精算書に係る団体の会計決算書、出納簿、領
収書等の写しの提出を求める。

補助事業者等に対して、事業の収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、証拠書類の整備保
管について、指導をしていないもの

交付要綱等に、補助事業等により取得した財産について、財産処分の制限の規定がなく補助
事業者等に対して財産に関する管理等について指導をしていないもの

実績報告書が、事業終了後速やかに提出されていないもの

支出決定伺の決裁日より前に支出命令書の決裁が行われているもの

交付決定伺に記載することとなっている事項が記載されてい
ないもの

市補助金の執行に係る消費税等仕入控除税額の取扱いについて（平成30年3月14日付 財政
課長通知）、適正に事務手続が行われていないもの

項目

大会参加の実績について確認していないもの

支払先に検討を要するもの

負担金補助及び交付金としての支出について検討が必要なもの

着眼点４ 補助事業者等に対する調査は適切に行われているか。

着眼点５ 補助金等の必要性や有効性について検証を行い、随時見直しが行われているか。

補助金等の交付目的や補助の基準は明確にされているか。

交付申請や実績報告に係る事務処理は適切に行われているか。

補助金等の使途について適切に審査されているか。

　　監査結果に係る年度末の措置状況報告書

　　令和元年度行政監査　「補助金等の交付事務について」

条例には交付対象事業として規定されているが、交付規程には該当する交付対象事業として
規定されていないもの
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着眼点１
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